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当社では「岩手県内企業景況調査」を実施し、県内企業の業況等の現状判断や売上高等の実
績のほか、それらの先行きについてのアンケート結果からＢＳＩ（※）を算出した。
調査要領は以下のとおりである。

≪調査結果の要約≫
〇　県内企業における業況判断ＢＳＩの現状判断（2024年７月時点）は、前回調査（24年
４月、マイナス30.8）から1.4ポイント（以下、ｐ）低下のマイナス32.2と４期連続の悪
化となった。

〇　前回調査（４月）では、物価の上昇傾向が継続しているなか、円安や賃上げに伴う人
件費などのコストの増加が企業の収益を圧迫し、景況感が悪化した。今回調査について
は、引き続き同様の影響があるほか、物流の「2024年問題」も加わる中で企業の収益環境
は厳しい状況が続いていることから景況感は全体として悪化の動きになったとみられる。
〇　今後３カ月間の先行きの業況判断ＢＳＩはマイナス33.9と現状から1.7ｐ悪化する見通
しである。

〇　雇用人員ＢＳＩの現状判断は前回（マイナス32.1）から2.8ｐ上昇のマイナス29.3となっ
た。今回調査では製造業、非製造業ともにマイナス幅が縮小したものの水準としては引
き続き不足感が強いほか、本稿「５．経営上の問題点」で「従業員の確保難」に回答が
集まるなど、依然として人手不足は多くの企業で課題となっている。

〇　先行きの雇用人員ＢＳＩは現状から0.1ｐ低下のマイナス29.4とほぼ同水準で推移する
見込みである。

〇　製造費用・販管費ＢＳＩ（プラス33.9）および仕入価格ＢＳＩ（プラス74.7）はそれ
ぞれ５期ぶりに上昇した。一方、販売価格ＢＳＩ（プラス40.2）は２期ぶりに低下した。

〇　経営上の問題点については、「原材料・仕入価格の上昇」が最も多く67.8％となり、次
いで「人件費の増加」が54.0％、「従業員の確保難」が47.1％などとなった。

〇　物流の「2024年問題」について、経営への全体的な影響は「どちらかと言えば悪い影
響がある」とする回答が42.3％で最も多く、「悪い影響がある」（20.2％）と合わせると
６割を超える企業が経営にマイナスの影響があるとしている。

調査要領

１．調査内容
（１�）県内企業の業況や雇用人員等の現状判断（2024年７月時点）と今後３カ月間の先行きに対する判断、

前年同期と比較した24年４～６月期の売上高等の実績と同年７～９月期の見通し
（２）経営上の問題点
（３）物流の「2024年問題」について
２．調査時期・方法

24年７月・Ｗｅｂ、郵送
３．調査対象企業

県内企業338社
４．回収状況　
（１）回収率　51.5％（174社）
（２）回答企業数　製造業� �58社

非製造業� �116社�（建設業24、卸・小売業65、運輸・サービス業27）

※ＢＳＩ（Business�Survey�Index：景況判断指数）
企業の業績等に関する判断を指標化したもので、｢プラス（良い、過剰、増加、上昇等）｣ と回答した企業の割合
から、｢マイナス（悪い、不足、減少、低下等）｣ と回答した割合を差し引いた値

岩手県内企業景況調査
～２０２４年７月調査～
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１．業況判断
（１）現状判断
現状（2024年７月時

点）の業況を「良い」と
回答した県内企業の割
合は前回（24年４月）調
査比1.8ポイント（以下、
ｐ）減の7.5％、「悪い」
も同0.4ｐ減の39.7％と
なり、業況判断ＢＳＩ
（「良い」−「悪い」）の
現状判断は前回（マイ
ナス30.8）から1.4ｐ低下のマイナス32.2と４期連続の悪化となった（図表１、２）。
産業別にみると、製造業は同11.4ｐ上昇のマイナス32.8と大きく改善したものの、非製造業

は同7.4ｐ低下のマイナス31.9と３業種全てで前回調査を下回り、特に運輸・サービス業が大幅
に悪化した。
前回調査（４月）では、物価の上昇傾向が継続しているなか、円安や賃上げに伴う人件費な

どのコストの増加が企業の収益を圧迫し、景況感が悪化した。今回調査については、引き続き
同様の影響があるほか、物流の「2024年問題」も加わる中で企業の収益環境は厳しい状況が続
いていることから景況感は全体として悪化の動きになったとみられる。
（２）先行き
今後３カ月間の業況を「良い」とした割合は現状比2.9ｐ減の4.6％、また、「悪い」も同1.2ｐ

減の38.5％となり、先行きの業況判断ＢＳＩはマイナス33.9と現状から1.7ｐ悪化する見通しで
ある。
産業別では、製造業は同3.4ｐ上昇のマイナス29.4と改善する予想である。一方、非製造業は

図表２　業況判断ＢＳＩの推移（全産業）
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注　１．「悪い」の割合は下方向に表示している
２．現状判断の長期時系列（2004年４月調査以降）は10ページ参考１を参照

図表１　業況判断ＢＳＩ
（「良い」−「悪い」・ポイント）

調査年月

産業（業種）

現　状　判　断 先行き

2024年
４月調査

24年
７月調査

今後
３カ月間（先行き）

全 産 業 △� 30.8 （△� 35.1） △� 32.2 ■ △� 33.9 ■

製 造 業 △� 44.2 （△� 28.8） △� 32.8 □ △� 29.4 □

非 製 造 業 △� 24.5 （△� 38.2） △� 31.9 ■ △� 36.2 ■

建 設 業 △� 28.6 （△�53.5） △� 33.3 ■ △� 45.8 ■

卸・小 売 業 △� 27.3 （△�36.3） △� 32.3 ■ △� 33.8 ■

運輸・サービス業 △� 14.8 （△�25.9） △� 29.6 ■ △� 33.3 ■

「□」はＢＳＩの上昇、「■」は低下、「−」は横ばいを示す（以下同）
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同4.3ｐ低下のマイナス36.2と建設業で二桁台の悪化となるほか、卸・小売業と運輸・サービス
業もマイナス幅が拡大するなど３業種全てで現状を下回る見通しとなっている。

２．雇用人員
（１）現状判断
現状（2024年７月時点）の雇

用人員を「過剰」と回答した割
合は前回調査比2.0ｐ増の6.3％
となったほか、「不足」が同0.8
ｐ減の35.6％となり、雇用人員
ＢＳＩ（「過剰」−「不足」）の現
状判断は前回（マイナス32.1）
から2.8ｐ上昇のマイナス29.3と
なった（図表３、４）。今回調査
では製造業、非製造業ともにマイナス幅が縮小したものの水準としては引き続き不足感が強い
ほか、本稿「５．経営上の問題点」で「従業員の確保難」に回答が集まるなど、依然として人
手不足は多くの企業で課題となっていると言えよう。
産業別では製造業は同1.6ｐ上昇のマイナス13.8となった。また、非製造業も同2.9ｐ上昇のマ

イナス37.1と建設業で不足感がやや強まったものの、卸・小売業と運輸・サービス業でマイナ
ス幅が縮小した。
（２）先行き
今後３カ月間の雇用人員を「過剰」とした割合は現状比0.6ｐ減の5.7％、「不足」も同0.5ｐ減

の35.1％となり、先行きの雇用人員ＢＳＩは現状から0.1ｐ低下のマイナス29.4とほぼ同水準で
推移する見込みである。

図表４　雇用人員ＢＳＩの推移（全産業）
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注　１．「悪い」の割合は下方向に表示している�
２．現状判断の長期時系列（2004年４月調査以降）は10ページ参考１を参照

図表３　雇用人員ＢＳＩ
（「過剰」−「不足」・ポイント）

調査年月

産業（業種）

現　状　判　断 先行き

2024年
４月調査

24年
７月調査

今後
３カ月間

全 産 業 △� 32.1 △� 29.3 □ △� 29.4 ■

製 造 業 △� 15.4 △� 13.8 □ △� 20.7 ■

非 製 造 業 △� 40.0 △� 37.1 □ △� 33.7 □

建 設 業 △� 32.1 △� 33.4 ■ △� 25.0 □

卸・小 売 業 △� 38.2 △� 35.4 □ △� 33.8 □

運輸・サービス業 △� 51.9 △� 44.4 □ △� 40.7 □
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産業別では、製造業は同6.9ｐ低下のマイナス20.7とマイナス幅が拡大する一方、非製造業は
同3.4ｐ上昇のマイナス33.7と３業種全てで不足感が弱まる見通しである。

３．企業収益（売上高、経常利益）
（１）売上高
①　実　績
2024年４～６月期の売上高ＢＳＩ（「増加」−「減少」）は１～３月期から2.7ｐ上昇のマイナ

ス21.3と改善の動きとなった（図表５）。産業別では、製造業はマイナス12.1（前期比11.0ｐ上昇）
と二桁台の上昇となった。一方、非製造業はマイナス25.8（同1.2ｐ低下）と卸・小売業はマ
イナス幅が縮小したものの建設業と運輸・サービス業は悪化の動きとなり、全体では前期を下
回った。
②　先行き
24年７～９月期の売上高ＢＳＩはマイナス19.0と４～６月期を2.3ｐ上回る見通しである。産

業別では、製造業はマイナス3.5（同8.6ｐ上昇）と改善の動きとなる見込みである。一方、非
製造業はマイナス26.7（同0.9ｐ低下）と卸・小売業はマイナス幅が縮小するとみられるほか、
建設業が前期と同水準となるものの、運輸・サービス業は悪化の予想となっている。
（２）経常利益
①　実　績
24年４～６月期の経常利益ＢＳＩ（「増加」−「減少」）はマイナス27.0と24年１～３月期（マ

イナス31.4）から4.4ｐ上昇した（図表５）。同ＢＳＩは23年10～12月期は売上高ＢＳＩとの乖
離幅がゼロとなった一方、24年１～３月期は再び乖離幅が拡大し、７～９月期も乖離幅は縮小
したものの引き続き売上高ＢＳＩを下回っている（次ページ図表６）。後述するように、多く
の企業で原材料や仕入価格のほか人件費などのコストの上昇が収益の下押し圧力となっている
ことが窺われる。
産業別では、製造業はマイナス19.0（同7.9ｐ上昇）と改善の動きとなった。また、非製造業

もマイナス31.0（同2.6ｐ上昇）と建設業と運輸・サービス業でマイナス幅が拡大したものの、卸・
小売業は前期を上回り、全体としてはマイナス幅が縮小した。

図表５　売上高、経常利益ＢＳＩ
（「増加」−「減少」・ポイント）

期

産業（業種）

売上高ＢＳＩ 経常利益ＢＳＩ
実　　　績 先行き 実　　　績 先行き

2024年
１〜３月期

24年
４〜６月期

24年
７〜９月期

2024年
１〜３月期

24年
４〜６月期

24年
７〜９月期

全 産 業 △� 24.0 △� 21.3 □ △� 19.0 □ △� 31.4 △� 27.0 □ △� 25.3 □

製 造 業 △� 23.1 △� 12.1 □ △� 3.5 □ △� 26.9 △� 19.0 □ △� 12.0 □

非 製 造 業 △� 24.6 △� 25.8 ■ △� 26.7 ■ △� 33.6 △� 31.0 □ △� 31.9 ■

建 設 業 △� 50.0 △� 62.5 ■ △� 62.5 − △� 60.7 △� 62.5 ■ △� 62.5 −

卸・小 売 業 △� 27.3 △� 20.0 □ △� 18.5 □ △� 25.5 △� 20.0 □ △� 23.1 ■

運輸・サービス業 7.4 △� 7.4 ■ △� 14.8 ■ △� 22.3 △� 29.7 ■ △� 25.9 □
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②　先行き
24年７～９月期の経常利益ＢＳＩはマイナス25.3と１～３月期を1.7ｐ上回る見通しである

（前ページ図表５）。産業別では、製造業はマイナス12.0（同7.0ｐ上昇）と改善の動きが続くと
見込まれる。一方、非製造業はマイナス31.9（同0.9ｐ低下）と運輸・サービス業でマイナス幅
が縮小するとみられるほか、建設業は横ばいで推移すると予想されるものの、卸・小売業は悪
化すると見込まれる。

４．その他のＢＳＩ
（１）製品・商品在庫
製品・商品在庫ＢＳＩの現状判断は0.0（前回調査比3.4ｐ低下）と過不足が拮抗した（以下、
次ページ図表７）。製造業がプラス8.6と引き続き過剰となった一方、非製造業はマイナス6.7と
不足に転じた。
先行きの判断はマイナス4.5（現状比4.5ｐ低下）と不足感が強まるとみられる。製造業は過

剰感が弱まり、非製造業はさらに不足感が強まると見込まれる。
（２）生産・営業用設備
生産・営業用設備ＢＳＩの現状判断はマイナス9.8（前回調査比0.5ｐ低下）と不足感がやや

強まった。非製造業でわずかながら不足感が弱まった一方、製造業でマイナス幅が拡大した。
先行きの判断はマイナス10.3（現状比0.5ｐ低下）と引き続きマイナス幅が拡大すると予想され

る。非製造業でマイナス幅が縮小する一方、製造業で不足感が強まるとみられる。
（３）資金繰り
資金繰りＢＳＩの現状判断はマイナス4.6（前回調査比1.6ｐ上昇）と改善の動きとなった。非
製造業はマイナス2.6と前回調査とほぼ同水準で推移し、製造業はマイナス8.6と上昇した。
先行きの判断はマイナス13.2（現状比8.6ｐ低下）と悪化する見通しである。製造業はマイナ

ス12.1とマイナス幅が拡大するとみられるほか、非製造業はマイナス13.8と二桁台の低下が見
込まれるなど、いずれも資金繰りが苦しくなると予想される。

図表６　売上高、経常利益ＢＳＩの推移（全産業）
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注　売上高、経常利益ＢＳＩの実績の長期時系列（2004年以降）は10ページ参考２を参照
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（４）製造費用・販管費
2024年４～６月期の製造費用・販管費ＢＳＩはプラス33.9（前期比6.7ｐ上昇）と５期ぶりに

上昇した（以下、図表８）。非製造業はプラス29.3と前期を下回った一方、製造業がプラス43.1
と大幅に上昇した。
24年７～９月期の見通しはプラス39.7（同5.8ｐ上昇）となった。製造業がプラス43.1と横ば

いで推移する一方、非製造業はプラス37.9と上昇が見込まれる。
（５）販売価格
24年４～６月期の販売価格ＢＳＩはプラス40.2（同6.7ｐ低下）と２期ぶりに低下した。製造

業はプラス41.4とプラス幅が拡大した一方、非製造業はプラス39.6と二桁台の低下となった。
24年７～９月期の見通しはプラス32.2（同8.0ｐ低下）と低下の動きが続く予想である。製造

業はプラス29.3、非製造業もプラス33.6といずれもプラス幅が縮小するとみられる。
（６）仕入価格
24年４～６月期の仕入価格ＢＳＩはプラス74.7（同3.7ｐ上昇）と５期ぶりの上昇となった。

製造業がプラス75.9と大きく上昇したほか、非製造業もプラス74.2とわずかながら前期を上回った。
24年７～９月期の見通しはプラス66.6（同8.1ｐ低下）と低下を見込んでいる。製造業はプラ

ス65.5、非製造業もプラス67.3といずれも低下するとみられるものの、依然として高水準とな
る見通しである。

図表７　製品・商品在庫、生産・営業用設備、資金繰りＢＳＩ
（ポイント）

調査年月

産業（業種）

製品・商品在庫ＢＳＩ「過剰」−「不足」 生産・営業用設備ＢＳＩ「過剰」−「不足」 資金繰りＢＳＩ「楽」−「苦しい」

現状判断 先行き 現状判断 先行き 現状判断 先行き

2024年
４月調査

24年
７月調査

今後
３カ月間

2024年
４月調査

24年
７月調査

今後
３カ月間

2024年
４月調査

24年
７月調査

今後
３カ月間

全 産 業 3.4 0.0 ■ △� 4.5 ■ △� 9.3 △� 9.8 ■ △�10.3 ■ △� 6.2 △� 4.6 □ △�13.2 ■

製 造 業 7.7 8.6 □ 3.5 ■ △� 5.7 △� 8.7 ■ △�12.1 ■ △�13.5 △� 8.6 □ △�12.1 ■

非 製 造 業 0.0 △� 6.7 ■ △�10.7 ■ △�10.9 △�10.4 □ △� 9.5 □ △� 2.7 △� 2.6 □ △�13.8 ■

建 設 業 − − − 0.0 △� 4.2 ■ △� 4.2 − 7.1 0.0 ■ △�16.7 ■

卸・小 売 業 0.0 △� 9.3 ■ △�13.9 ■ △�14.5 △�12.3 □ △�10.8 □ 0.0 4.6 □ △� 6.2 ■

運輸・サービス業 0.0 10.0 □ 10.0 − △�14.8 △�11.1 □ △�11.1 − △�18.5 △�22.2 ■ △�29.6 ■

注　製品・商品在庫ＢＳＩは在庫管理等がない企業は集計対象から除いている

図表８　製造費用・販管費、販売価格、仕入価格ＢＳＩ
（ポイント）

期

産業（業種）

製造費用・販管費ＢＳＩ「増加」−「減少」 販売価格ＢＳＩ「上昇」−「低下」 仕入価格ＢＳＩ「上昇」−「低下」

実　績 先行き 実　績 先行き 実　績 先行き

2024年
１〜３月期

24年
４〜６月期

24年
７〜９月期

2024年
１〜３月期

24年
４〜６月期

24年
７〜９月期

2024年
１〜３月期

24年
４〜６月期

24年
７〜９月期

全 産 業 27.2 33.9 □ 39.7 □ 46.9 40.2 ■ 32.2 ■ 71.0 74.7 □ 66.6 ■

製 造 業 19.2 43.1 □ 43.1 − 38.5 41.4 □ 29.3 ■ 65.4 75.9 □ 65.5 ■

非 製 造 業 31.0 29.3 ■ 37.9 □ 50.9 39.6 ■ 33.6 ■ 73.6 74.2 □ 67.3 ■

建 設 業 17.9 33.3 □ 37.5 □ 46.4 25.0 ■ 12.5 ■ 82.1 83.3 □ 75.0 ■

卸・小 売 業 29.1 33.8 □ 40.0 □ 52.7 50.8 ■ 44.6 ■ 72.7 80.0 □ 70.7 ■

運輸・サービス業 48.2 14.8 ■ 33.3 □ 51.9 25.9 ■ 25.9 − 66.7 51.9 ■ 51.9 −
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５．経営上の問題点
現在の経営上の問題点につ

いては、「原材料・仕入価格
の上昇」が最も多く67.8％とな
り、次いで「人件費の増加」
が54.0％、「従業員の確保難」
が47.1％などとなった（図表
９）。いずれも前回調査を上回
る回答を集めており、物価の
高騰や高水準となった賃上げ
に伴う人件費の増加のほか、思
うように人材を確保できてい
ない状況が経営にマイナスの
影響を与えているとみられる。
産業別にみると、製造業は

「原材料・仕入価格の上昇」
が69.0％と約７割の回答を集
め、次いで「人件費の増加」
が56.9％、「従業員の確保難」
が44.8％と続いた。「原材料・
仕入価格の上昇」と「人件費
の増加」は非製造業に比べて
割合が高くなったほか、「需
要の停滞」や「原材料費・人
件費以外の経費の増加」にも
回答が多く集まった。非製造
業では「原材料・仕入価格の
上昇」が67.2％で最も多く、
次いで「人件費の増加」が52.6％、「従業員の確保難」が48.3％などとなった。製造業に比べて「従
業員の確保難」や「競争の激化」の割合が高いものとなった。

６．物流の「2024年問題」について
働き方改革の一環として改正された労働基準法が2019年４月から順次施行されており、24年

４月からはこれまで猶予されていた自動車運転の業務や建設事業、医師などにも時間外労働の
上限が適用されている。また、トラックドライバーについては改正された「改善基準告示」が同じ
く24年４月から適用されており、拘束時間や休息時間などについて規制が強化されている。このよ
うに、時間外労働の上限規制等（いわゆる「2024年問題」）によって輸送力の低下が懸念され
ており、当社では県内における物流の「2024年問題」の影響と対応の状況について調査を行った。

図表９　経営上の問題点（複数回答）
0 20 40 60 80%10 30 50 70

人件費の増加

従業員の確保難

需要の停滞

競争の激化

原材料費・人件費以外の
経費の増加

設備の不足・老朽化

取引先・消費者などの
ニーズの変化への対応

原材料の不足・入手難

資金繰り難

製品（加工）・請負・
販売単価の低下・上昇難

取引条件の悪化

設備の過剰

事業資金の借入難

その他

原材料・仕入価格
の上昇

■ 全産業　　■ 製造業　　■ 非製造業

69.069.0
67.267.2

67.867.8

56.956.9
52.652.6

54.054.0

44.844.8
48.348.3

47.147.1

41.441.4
32.832.8

35.635.6

20.720.7
40.540.5

33.933.9

41.441.4
27.627.6

32.232.2

37.937.9
25.925.9

29.929.9

22.422.4
22.422.4

22.422.4

15.515.5
14.714.7

14.914.9

20.720.7
12.112.1

14.914.9

6.96.9
2.62.6

4.04.0

1.71.7
4.34.3

3.43.4

1.71.7
3.43.4

2.92.9

1.71.7
3.43.4

2.92.9

1.71.7
1.71.7

1.71.7
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（１）経営への全体的な影響
経営への全体的な影響は「どち

らかと言えば悪い影響がある」と
する回答が42.3％で最も多く、次
いで「影響はない」が21.4％、「悪
い影響がある」が20.2％、「わから
ない」が13.7％などとなった（図
表10）。「どちらかと言えば悪い影
響がある」と「悪い影響がある」を
合わせた割合は62.5％となり、６
割を超える企業が経営にマイナス
の影響があるとしている。
産業別にみると、「どちらかと言

えば悪い影響がある」と「悪い影
響がある」を合わせた割合は製造
業、非製造業とも６割以上となった。
（２）影響の内容
経営への影響があるとする企業

に対して、影響の内容について尋
ねたところ、「物流コストの上昇」
が77.1％と突出しており、次いで
「配送遅延・スケジュールの見直
し」が44.0％、「人件費の増加」が
22.0％などとなった（図表11）。
産業別にみると、製造業では「物
流コストの上昇」が９割を上回っ
たほか、「配送遅延・スケジュー
ルの見直し」が４割となった。非
製造業は上位の項目では「配送遅
延・スケジュールの見直し」と「人
件費の増加」の割合が製造業より
も高くなったほか、「人手不足の
悪化」にも回答が集まった。
（３）対応状況
対応状況については「対応する必要がない」とする回答が27.4％で最も多く、次いで「対応

している」が26.1％、「対応を検討している・交渉中である」が24.8％、「わからない」が21.7％
となった（次ページ図表12）。「対応している」と「対応を検討している・交渉中である」を
合わせた割合は５割超となり、半数以上の企業で物流の「2024年問題」について対応する必要

図表10　経営への全体的な影響

全産業
（62.5）

卸・小売業
（71.8）

運輸・サービス業
（44.0）

製造業
（60.0）

非製造業
（63.7）

建設業
（62.5）

0% 50% 100%

■ どちらかと言えば良い影響がある　　■ どちらかと言えば悪い影響がある
■ 悪い影響がある　　■ 影響はない　　■ わからない

20.220.242.342.3

2.42.4

13.713.721.421.4

21.821.838.238.2

3.63.6

10.910.925.525.5

44.2

1.8

15.019.519.5 19.519.5

54.2

4.2

8.38.3 12.512.5

48.4 10.923.423.4 17.217.2

24.0

4.0

20.0

20.8

20.020.0 32.032.0

注　１．�（　）内は「どちらかと言えば悪い影響がある」と「悪い影響がある」
の合計

　　２．「良い影響がある」の選択肢には回答がなかった
　　３．四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある

図表11　影響の内容（複数回答）

物流コストの上昇

配送遅延・
スケジュールの見直し

従業員の負担増加

労働環境の改善

配送距離の制限

輸送量の減少

時間外労働時間の減少

その他

人件費の増加

人手不足の悪化

業務の効率化促進

0 40 60 8020 100%

■ 全産業　　■ 製造業　　■ 非製造業

70.3

77.1
91.4

45.9

44.0
40.0

29.7

22.0
5.7

20.3

14.7
2.9

14.9

12.8
8.6

12.2

11.0
8.6

14.9

10.1
0.0

10.8

9.2
5.7

8.1

6.4
2.9

10.8

8.3
2.9

14.9

12.8
8.6
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があるとしている。
（４）具体的な対応策
物流の「2024年問題」に対応し

ているとした企業にその対応策に
ついて尋ねたところ、「運送費の
値上げ（受入れ）」が68.3％、次い
で「輸送計画の見直し」が31.7％、
「荷主と運送事業者の連携強化」
と「集荷時間等の短縮」がそれぞ
れ19.5％などとなった（図表13）。
「運送費の値上げ（受入れ）」につ
いては、前述の「（２）影響の内容」
で「物流コストの上昇」が最多と
なっていることと符合しており、
多くの企業で人件費などのコスト
の上昇分を受け入れていると考え
られる。
（５）対応できていない理由
物流の「2024年問題」への対応

を検討している・交渉中であると
した企業に現時点で対応できてい
ない理由を尋ねたところ、「自社
だけでは対応が検討できない」が
69.2％、次いで「対応する人材が不
足している」と「対応する時間が
不足している」がそれぞれ17.9％
などとなった（図表14）。「自社だ
けでは対応が検討できない」に７
割近くの回答が集まっており、対
応には他社との調整や協力を必要
とする企業が多いことが窺われる。
物流の「2024年問題」で懸念され
るマイナスの影響の改善や物流の
維持には、運送事業者と荷主企業
の連携強化などのほか、ＤＸ等を
活用した省力化や効率化の推進が
求められると言えよう。
（コンサルタント　菊池　祐美）

図表13　具体的な対応策（複数回答）
（％）

内　　　容
全産業

製造業 非製造業

運送費の値上げ（受入れ） 68.3 64.7 70.8

輸送計画の見直し 31.7 17.6 41.7

荷主と運送事業者の連携強化 19.5 23.5 16.7

集荷時間等の短縮 19.5 23.5 16.7

業務のシステム化や効率化の導入 17.1 17.6 16.7

賃金・労働条件の改定 14.6 5.9 20.8

従業員の確保 14.6 5.9 20.8

運送事業者の確保 12.2 5.9 16.7

図表14　対応できていない理由（複数回答）
（％）

内　　　容
全産業

製造業 非製造業

自社だけでは対応が検討できない 69.2 64.3 72.0

対応する人材が不足している 17.9 14.3 20.0

対応する時間が不足している 17.9 28.6 12.0

対応方法がわからない 5.1 0.0 8.0

対応する設備や資金が不足している 2.6 0.0 4.0

その他 2.6 7.1 0.0

図表12　対応状況

全産業
（50.9）

卸・小売業
（53.5）

運輸・サービス業
（33.3）

製造業
（57.4）

非製造業
（47.6）

建設業
（47.6）

0% 50% 100%

■ 対応している　　　　　■ 対応を検討している・交渉中である
■ 対応する必要がない　　■ わからない

24.824.826.126.1 21.721.727.427.4

25.925.931.531.5 13.013.029.629.6

23.3 26.226.226.224.324.3

28.6 23.823.819.019.0

25.9 27.627.627.6 19.019.0

12.5 20.8

28.6

20.820.8 45.845.8

注　１．�（　）内は「対応している」と「対応を検討している・交渉中である」
の合計

　　２．四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
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泫　2004年１～３月期から24年４～６月期までの実績

泫　１．2004年１～３月期から24年４～６月期までの実績
２．製造費用・販管費ＢＳＩは同ＢＳＩを調査項目に含めた15年10～12月期からの実績

参考１　業況判断、雇用人員ＢＳＩの推移（全産業、現状判断）

泫　2004年４月調査から24年７月調査までの現状判断

参考２　売上高、経常利益ＢＳＩの推移（全産業、実績）

参考３　製造費用・販管費、販売価格、仕入価格ＢＳＩの推移（全産業、実績）

経常利益経常利益

売上高売上高

販売価格販売価格

仕入価格仕入価格 製造費用・販管費製造費用・販管費

雇用人員雇用人員

業況判断業況判断
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